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77，369
　1，969
35，503
81，496
　2，115
　2，775
　304
　224
　　102
192，832
　6，746
14，000
71，0711
8，　264
　　　1
12，500
6，890
4，600
136，086
194，　058
85，632
　1，969
48，003
88，386
2，1］5　1
　7，375
　　304
　　224
　　102
328，918
　6，746
14，000
24，95
11．01
0．25
6．17
】】．36
0．27
0．95
0．04
0，03
0，0】
42．29
0．87
1．80
総 計［538，421　239，41】　777，832　］OO．　OO
　i
（資料）　韓国経済企画院Q
金償還額は1965年が740万ドル，1966年が
2，540万ドル，1967年が3，717万ドル，そし
て1971年にはア，170万ドルに達するのであ
る。1971年に，これだけの金額の元利償還が
できるためには，「外資導入法」第26条の規
定により，韓国の外貨総収入が8億ドル以上
に達しなければならない。第2次計画は基本
目標のiつとして，輸出7億の達成を掲げて
いるが，これを上回る8億ドルの外貨収入の
達成はかなり困難であるといわねばならな
い。これだけをとってみても，韓国経済の外
資導入にはゆきすぎがみられ，外資導入計画
の失敗，それにともなう国内経済への悪影響
一235一
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など多くの困難な問題が生ずるものと懸念されるのである。
E　日韓貿易の不均衡
　日韓の国交が正常化して，両国間の経済協力が急速に進展するにつれ，日韓経済協力の問題点は借
款問題から日韓貿易不均衡是正の問題へと変わってきている。開発途上にある韓国経済としては，過
度の借款に依存することは悪循環を招き，経済成長の基盤をも破壊する恐れがあるので，借款に替る
貿易の拡大が望ましいことはいうまでもない。しかし「南北問題」や「国連貿易開発会議」において
論議されているように先進工業国による関税の引下げ，輸入クウォーターの増加などによっての1次
産品の買付けなくして，開発途上国の輸出の拡大を図ることは不可能であろう。
　日韓貿易は主として日本側の重化学工業製品と韓国側の1次産品による交易である。日本の対韓輸
出は，1964年には1億1，000万ドル，韓国の対日輸出は3，815万ドルであったのが，1966年には日本の
対韓輸出は2億9，379万4，000ドル，韓国の対日輸出は6，629万3，000ドルへと拡大しているものの，
韓国の対日貿易の輸入超過を示す貿易不均衡率は，年々累積的に増大し，ig64年の2．9：1，1965年の
3．8：1，1966年の4．4：1，そして1967年には5．7：1となっており，今後ますます拡大する傾向にあ
る○
　このような不均衡の根本原因は，韓国経済構造が大きくは「高度異質化の構造関係」にありなが
ら，日本経済の中小工業部門および第1次産業部門と同質的な構造関係をなしているためである。韓
国政府はこうした日韓貿易不均衡の改善こそ日韓経済協力の大前提であるとして，（1）1次産品の輸入
制限の撤廃，（2）保税，加工輸出品に対する関税の引下げを要求しているのに対し，日本政府は本格的
な経済協力の主軸を直接ないて間接投資におき，「投資環境の整備」こそ経済協力の大前提であると
して，「租税協定」，「工業所有権協定」，「海運協定」の締結を主張している。
　これら問題はすべて双方の国内経済に重大な影響力をもっているため，原則的には互いに是認しな
がら，実務的な接触を通じて問題の具体的解決を図ろうとしているけれども容易ではない。このよう
に日韓経済協力はこれまでの借款から貿易の増進，合弁投資，技術協力へ転換しようとする新しい段
階にある。
5　借款に依存する悪循環
　第1次経済5力年計画の目的は「経済自立の基盤」を構築することであった。さきにみたように，
たしかに計画期間中におけるGNPは年平均8．5％という高い率で成長し，また1961年以前の韓国経
済が無気力的な援助依存経済であったのに対して，ともかくも電力，石炭，石油，肥料，セメソトな
どの生産基盤を建設し，経済構造も目立って工業化されたことは，第1次経済5力年計画の成果であ
る。しかし果たして第1次計画によるこのような変化は「経済自立への基盤」を構築しているとい
えるだろうか。そこには重大な問題を放置していないだろうか。
　問題は，　「統計現実化」といって主要な経済指標の統計がしばしば改変されることにもあるが，ノ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＞
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越一長する「韓国経済」
国内総投資と資金源泉
1953
】954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
196】
1962
1963
1964
1965・
1966
総投資率
一一一一一％
　　15．5
　　11．6
　　11．7
　　9．6
　　15．4
　　12．6
　　10．5
　　10．4
　　12．5
　　12．4
　　18．】
　　13．5
　　］3．2
　　18．2
1953～
1961の1　12．2　　　1ヱ均個
1962～
1966の　　15．1
平均値
　　　表（5－D
繹塞響蓄箋
　％　　　　％　－
　　8．7　　　　6．8
　　6．1　　　　5．5
　　4．4　　　　7．3
－L6　　　　1　L　2
　　5．4　　　　10．0
　　4，5　　　　8．】
　　3．5　　　　7．0
　　2．】　　　　8．3
　　4．3　　　　8．2
　　0．8　　　11．6
　　7，0　　　11．1
　　6，5　　　　7．0
　　5．8　　　　7．4
　】0．5　　　　7．7
　　4，1　　　　8．1
　　6．1　　　　9．0
（注）　統計上の不一致は海外貯蓄にふく
　められている。
（出所）　韓国経済問題研究会r韓国経済
　　研究』第】巻第1号が，韓国銀行
　　　『経済統計年報』1966年版より算
　　出したものに1965年度数値を訂正
　　　し，1966年度統計を加えた。平均
　　値は筆者が算出したものである。
な借款の経済成長効果は，総体的に需給均衡しながら，
ズムにおいて国内貯蓄→投資→資本蓄積→生産の拡大→供給→GNP→国内貯蓄という循環が拡大的
に機能するように貯蓄率が増加していてのことであり，借款を返済できるように借款の効率を高めう
るようなメカニズムが整備されてのことである。もしそうでないとすれば，経済自立の基盤はいつま
でたっても形成されないだろう。
　韓国経済における平均貯蓄率は6％であるが，6％の貯蓄率では経済を急速に拡大することはでき
ない。それだからこそ借款が必要になるのであるが，国内資金が不足がちであるのに，多額の借款を
もって急速な工業化を図ろうとすれば，「工場はできたけれども，運転できず」で，現金借款は不可
避的に増大せざるをえず，需要のみ拡大されがちになる。韓国経済には「貧困の悪循環」を形成する
「需要の不足」はなく，むしろ過大である。したがってヌルクセのいうような「悪循環」の環は完結
していない。だが援助・借款投資は供給拡大効果よりも需要拡大効果を大きくし，需要は供給を上回
り，インフレーション基調は根強く持続されている。1961年から1966年までのソウル消費者物価の上
昇率はH5．2％である。このようなインフレーシ。ンは貯蓄率を減少させて，投機を刺激し，経済を
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層重要な問題は表（5－Dが示すように国内総投資の資金
源泉にある。この表によると，1962年から1966年までの年
平均投資率は15．1％となっており，そのうち国内貯蓄率は
6，1％，海外貯蓄（外資）率は9．0％であり，総投資の約60
％が海外貯蓄に依存しているわけである。1953年から1961
年にわたる9力年間の年平均投資率は12．2％で，そのうち
国内貯蓄率は4．1％，海外貯蓄率は8．1％である。海外貯
蓄は総投資の約66％を占めている。1953年から1961年にか
けての割合と1962年から1966年にかけての割合との間には
6％の増加がみられるが，これは1966年の国内貯蓄率が前
年のほとんど倍近く増加してtO．　5％となったことによる。
ところが1966年の10．　5％；という国内貯蓄率の内容をみる
と，海外就業所得すなわち南ベトナム派遣軍人，技術老，
労務者および西ドイツ派遣労務老の送金急増によるところ
が大きいのであって，長期的な期待のもてる貯蓄率ではな
い。こうした海外特殊事情にもとつく分を差し引いて考え
るならば，外資依存の傾向は，1961年以前と第1次経済5
力年計画後とではほとんどみるべき変化は生じていないと
いえよう。
　　　（2）
　国際収支の天井が低く，しかも極めて貧弱な韓国経済に
とって借款のもつ経済成長効果は大きい。しかしこのよう
　　　　　　図（5－Dに示された経済綜合循環のメカニ
明治大学　社会科学研究所紀要
韓国経済の基本的機構図（5－D
　（援助）
（貝柾文借款）
援助
借款
国際収支
拡大する「自己強化反応」を抑圧することはいうまでもないだろう。
　「経済自立への基盤」とは，国内貯蓄，したがって投資が循環の機構を拡大するように機能するこ
とのできる機構を構築することである。第1次経済5力年計画の成果としてのGNPの成長はこのよ
うな自己強化反応を十分強化していない。GNPの急速な成長は，借款投資→資本蓄積→生産の拡大
→供給→GNP→需要という径路においての発現であり，韓国経済自身の自己強化反応，自己形成力
としての国内貯蓄→資本蓄積→生産の拡大→供給→GNP→国内貯蓄の循環を拡大強化するようには
十分作用していない。のみならず借款に主体をおく急速な工業化は，韓国経済の体質として高い輸入
依存によって輸入を激増させることになるから，国際収支に重圧を加えるだろう。借款の返済が本格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
的にはじまる1971年以降にはますます大きな圧力となり，これを避けるには強力な輸出の拡大を図ら
なけれぽならない。しかし輸出の拡大は相対的に需要の超過を増大し，物価の高騰を招き，貯蓄率は
減少し，経済の自己拡大機能は否定的作用をうけるようになるだろう。これは借款に依存する悪循環
である。
　アメリカの対韓援助政策の質的転換にともない韓国経済は，急速な工業化をおし進めるためにます
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
ます借款に依存しなければならない反面，借款は借款による悪循環をもたらすというジレンマにたた
されているのである。
　注
　（1）たとえば，経済成長率については，1963年度の成長率は1964年発表の統計にょると6．8％であったのか・
　　1965年の発表によると9．3％に引き上げられ，1964年度の成長率も，1964年当時の発表は6．9％であったの
　　に対して1965年発表では8．9％となっている。このように，重要な経済指標が年々変更されるため，当初の
　　計画において年平均目標成長率7．1％を達成するために年平均投資率22．9％が必要投資率として計画された
　　　のであるが，これが年平均成長率は8．5％に増加したのに対して平均投資率は13．9％と低下している。これ
　　　らはたしかに「主要経済統計数値の操作」に疑問をいだかせずにはおかないだろう。
　　（2）中川信夫氏は1966年度統計によって，1962～65年の年平均投資率13．9％の内訳をみると，国内貯蓄率48
　　　％，海外貯蓄率9．1％で，投資の％は外資依存であり，これは1953～65年の】3年間にみられる年平均国内貯
　　蓄率4，3％，海外貯蓄率8．3％と全く一致していることを指摘している。（中川信夫『第ニラウンドを迎え
一238　一
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　た韓国経済』エコノミスト，昭和42年7月11日号，43頁）。
（3）1966年末の外資導入額は6億8，000万ドル，元利金総額は8億5，500万ドルセこ達している。この償還の大部
　分が第2次経済開発5力年計画以降になるわけである。年間償還の規模は1967年3，717万ドルから1971年に
　は7，170万ドルに達するものと推定されている。
（4）米国の韓国に対する防衛支援援助は，「韓米相互防衛条約」（1953年10月1日締結）によるものである。
　これによれば，「太平洋地域における地域的安全保障の一層包括的かつ有効な制度が発達するまでの間，平
　和および安全保障の維持のための集団防衛のために，両国の努力を強化する」ことになっているが，日韓条
　約の締結，韓米行政協定の締結，とくに太平洋連帯圏構想の推進，アメリカのドル防衛などとの関連におい
　て，アメリカの対韓援助政策は明らかに質的な転換の局面にはいっている。
6　悪循環からの脱出は可能か
A第2次経済5力年計画の輪郭
　第2次経済5力年計画は，多数の外国専門家の諮問をうけて作成され，1967年から1971年にかけて
の韓国経済運行の重要な指針をなすものである。この第2次計画は，第1次計画遂行の途中で画一的
な統制要素を導入して失敗した貨幣改革および価格統制を教訓として生かし，　「市場経営の原則を忠
実に守り」民間企業の自由を助長し，企業の創意と意欲を期待しながら，GNPは年平均目標成長率
7％を達成し，1981年には1965年GNPの約3倍に拡大された「完全な自立経済」を実現しようとす
るものである。
　第1次計画同様に，第2次計画の基本目的は，「産業構造を近代化し，自立経済の確立をいっそう
促進」することである。このための重点的目標としてつぎの6項目を掲げている。
　（1）食糧の自給自足を達成する。
　②　化学・鉄鋼および機械工業を振興させ，高度の工業化への基礎を築く一方，工業生産を倍増さ
　　せる。
　（3）7億ドルの輸出を達成して輸入代替を促進し，画期的な国際収支改善の基盤を確立する。
　（4）雇用を増大する一方，家族計画事業を推進して人口の膨張を抑制する。
　（5）国民所得を画期的に増加させ，とくに農家所得の向上を計る。
　⑥　科学および経営技術を振興させ，人的資源を培養して技術水準と生産性の向上を計る。
　計画は，こうした重点的目標を達成するときの197］年の韓国経済の図像を詳細に描いているが，そ
の主要なものをあげよう。
　GNPは計画期閤中，年平均7％の成長率を目標にし，産業構造の近代化を促進するため農林水産
業部門は年平均5％の成長を達成して，1971年々こは1，020万トンの「食糧自給化」を実現する。一方
鉱工業部門は，年平均10．7％の成長を実現しながら重化学工業化を押し進め，1971年の産業構造の部
門別構成比は，農林水産業部門34％，鉱工業部門39．2％，社会間接資本およびサービス部門26．8％と
なることを目標にしている。
　輸出面においては，商品輸出は5億5，000万ドルに増大し，貿易外収支は1億6，900万ドルになるも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　239　一
　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
のとみており，また雇用，生産性ともに増加して，失業率は5％以下になるものとされている。
B　その問題点
　さきにみたように，韓国経済は第1次経済5力年計画によって相当程度の軽工業化を推進したので
あるが，基幹産業としての重工業部門の開発はその多くを第2次経済5力年計画に委ねなければなら
なかった。
　第2次経済計画は表（6－2）が示すように鉱工業とくに重化学工業の育成に重点をおいている。そ
のための必要財源として9，800億Wが計上され，資金調達の源泉は表（6－［）が示すように国内貯蓄
3，771億W，海外貯蓄3，771億Wとなっている。これは第1次経済5力年計画期の海外貯蓄への依存
とは逆に，国内貯…蓄61．5％，海外貯蓄38．5％となる。
　第2次経済5力年計画によって「外資に依存する悪循環」からの脱出が可能かどうかは，実にこう
した国内資金の調達が可能かどうかにかかっている。第2次経済5力年計画の成否を決する問題であ
る。この国内資金調達と関連して問題は3つある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源配分計画表（6－2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億W）　　　　　　資金調達源泉表（6－1）
資金源泉　　計　　合　　計
（単位；億W）　（単位億W）・（単位億W）
????
民間貯蓄　3，839
政府貯蓄　2，　819
6，029
長　期　借　款
U，S．A．援助
P　L．　480
技　術　援　助
請求権資金
835
160
194．6
30　　　　3，771
150
368，9
3i7．4（一）
???????? ??????????? ?
????（??????）
1民間贈与その他　I
l購灘
・，・・5i
－175［
　87］
　】75
　264
2，890
1，310
9，800
??????????ー??
?
土木建設
電
?
上下水道?????????????????????
346
787
　139
591
　88
　65
248
　35
　汐7
748
1，510
842
5，600
? 一1－
　9，800
　第1は，これまで援助・外資に依存して悪循環を形成している韓国経済が内部的諸条件の成熟をみ
ずして，この国内資金をいかに調達するのか。長期延滞貸付，特恵融資，偏重融資などの金融機関の
慢性的な弊害，株式の大衆化を阻害している同族的株式会社形態などの問題をかかえて，国内資金の
調達機構をどのように整備拡充するのか，極めて重要な問題である。
　第2は，第1次経済5力年計画同様，第2次経済5力年計画においても計画期間中における「物価
水準の動向」についての見通しがなされていない。計画は物価問題を全然とりあげていない。物価問
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　　　　　　　　　　　　　　　　成長する「韓国経済」
題は国内資金調達とも直接に関連している。とくに第2次経済計画が重化学工業の育成に重点をおく
とき，これまでのインフレーション基調を助長する懸念は大きい。のみならず物価の騰貴について確
固たる見通しと対策を明らかにしない投資資金計画は，とくに韓国経済のようにインフレ基調の経済
では，狂ってしまうことは当然予想できることである。
　第3は，軍事費である。これまで韓国の軍事支出はアメリカの軍事支援援助による「見返り資金」
によって約50％をひきあてにしてきた。このアメリカ援助は急減して，1971年には，見返り資金比率
は15％となり，軍事支出の85％は韓国自から負担しなければならなくなる。一方では現有軍事力の装
備を近代化しなければならない時期に達している。現有水準を維持するだけでも毎年約400億Wを必
要とするのであるから，こうしたアメリカ援助の減少，軍事費負担の増大は計画財源の調達に可成り
の圧迫を加え韓国経済の運行に大きな影響をおよぼすことが｝想される。
　要するに，韓国経済は第1次・第2次経済5力年計画によって急速な工業化を押し進めようとして
いるけれども，self－sustaining　economic　growth，つまり1人当り所得の成長が韓国経済社会に根をお
ろし，資本の蓄積，技術の改良を促進する自動的なメカニズムをみるには，まだ相当の時間を要する
だろう。のみならず，こうした韓国経済の自動的な自己強化のメカニズムは物的資本の蓄積を目指す
経済計画のみでは形成されない。企業や個人が革新的な創意を十分発揮できる政治的安定と行政の平
等化および最小限度の経済外的な危険の中で，生産と資本蓄積が行なわれるような政治的・制度的
framew・rkが必要である。朴政権以来，政治的には相当安定化しているけれども，その他の諸条件は
特殊な国際ヒの問題もあって極めて貧弱といわなけれぽならない。
　韓国経済は確かにindustrializationを必要とする。しかし「工業化」とは，なにも「近代工場施設」
を建設することだけではなく，あらゆる生産過程に合理的approachを押し進めることであり，経済
活動に合理性が浸透するよう経済社会の機構を変革することである。これは経済・社会の根本的変革
を意味する。こうした国内転形にとって重要なことは，工業化の推進であるが，それは，企業間およ
び企業内における労働の特化と分業による生産の組織化を特色とする工業化が競争過程を通じて資本
蓄積を促進し，生産技術の改良，新しい経済技術の採用，熟練労働の育成などを刺激し，経済の機能
が自律的に成長を促進するメカニズムの形成に役立つからである。
　周際経済における貿易自由化の基調は，開発途上国の国内転形，工業化に必らずしも促進的に作用
していない。むしろ阻止的である。それ故にこそ工業化を促進する援助が問題になるのであるが，な
によりも工業化の原動力は資本蓄積である。
　韓国経済は不足する国内資本をいろいろな形の援助と借款によって補い，計画的に経済成長を促
進しようとしている。しかし問題はこうした経済計画がmacroeconomic　aspectsのみを重視して，
micr・economic　aspectsを疎それにしがちな点である。国家キ渉なく自由競争・が支配し，　W．・W．　Rostow
のいう「自力によるtake－off」ならぽ，　macroeconmic　aspectsとmicroeconomic　aspects　lま正の相関関
係をなすから問題はない。しかし韓国経済は援助と借款に刺激されたmacro的「take－off」の過程にあ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
り，援助と借款にc・ntr・1されたrtake・・ff」であって，　microeconomic　aspectsで1よ「take－・ff」してい
ない。こうしたmacroとmicroのi乖離は所得の不平等化，不合理な資源の配分をうみ，経済発展を
阻害するだけでなく，高じると政治的不安定化をもたらすかもしれない。韓国経済がmicr・的にも
rtake－・ff」するには，援助・借款が国内資本蓄積にswitchされなければならない。第2次経済5ヵ
年計画において最も重要な点はこうしたswitchoverの過程であり，　microeconomic　aspectsの計画化
であり，macro　aspectsとmicro　aspectsとの調整である。このためには輸出の増大，つまり先進国が
輸入を増大する「貿易」という形の援助がなければならない。日韓貿易の不均衡是正の問題も，純粋
に貿易上の問題としてではなく，「貿易援助」（trade　assistance）という観点から問題解決されるべき
であり，同時に高い次元からの両国の競合的な経済構造部分の調整を図らなければならない。しかし
そこには政治的・制度的な側面における最小限度の平準化を必要とするだろう。いずれにしろ韓国経
済は日韓経済協力に大きく依存してくるが，協力の中心は「貿易援助」の方向にあるといえよう。
The　Growing‘‘Korean　Economy”
Shyohachiro　Goto
　　This　paper　discribes　an　overall　picture　of　the　economic　devdopments　in　Korea　during　1962－66．　and
deals　with　some　probrems　of　the　growing‘‘Korean　economy”．　In　this　period　Korean　economy　has
achieved　a　relatively　high　growth　rate　of　8．5per　sent　which　exceeds　the　target　rate　of　growth　proposed
by　the　F互rst　Five－Year　Econolnic　Plan．　This　is　mainly　consequence　of　a　rapid　expansion　in　secondary
industries．
　　The　composition　percentage　in　Gross　National　Product　of　secondary　industry　rose　to　19．8per　cent
and　social　overhead　capital　to　9，2per　cent，　while　that　of　primary　industry　fell　to　37，9per　cent　and
tertiary　industry　to　33．】per　cent．　The　rate　of　domestic　capital　formation　rose　to　about　6．　O　per　cent
and　the三ndustrial　structures　were　considerably　modernized．
　　From　a　macroeconolnic　point　of　view　Korea　has　created　the　take－off　sustained　by　foreign　aid　and　debt・
but　has　not　arrived　at　the　stage　which　growth　per　capital　income　was　internalized　in　the　economic　syste皿
through　automatic　mechanism　promoting　accumulation　of　capital．　The　attainment　of　automatic　ecollomlc
growth　requires　the　self－generating　and　the　self－reinforcing　mechanism　in　Korean　economy，　but　such　a
mechanism　can　not　be　established　by　the　economic　planning　oriented　toward　material　capital　accumulation・
　　It　is　the　most　important　in　the　Second　Five・Year　Economic　Plan　to　distinguish　between　two　maJo「
aspects　of　the　acceleration　of　economlc　development，　macrodynamic　and　microdynamic，　to　adlust　these
two　aspects．
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